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渡辺喜美 行政改革担当大臣へ 
 
「仕事基準」は、愛の経営 
 
 
１．サービス対象顧客への正（誠：仕事の価値）をもって尊しとなせ！ 
 
私は、組織のコンサルタントとして、事業再生、人材育成、案件評価などに従事してきています。 
 
社会的問題を出すような日本の組織は、営利、非営利に限らず、どこも「人基準」文化が強く、サー

ビス提供する対象としての市場や顧客への「正（誠）をもって尊しとなす。」ができていません。談

合する企業も同様、不正を容認しあう組織内部や仲間同志で「和をもって尊しとなす。」という組織

文化が形成されています。 
 
そのため、雪印、日本ハム、三菱自動車、姉歯事件、不二家のような事件が後を絶たないのです。 
 
日本の言論界では、このような事件に対して、必ずリーダー論が出てきて、上に立つものは、人徳を

とか身を律してという意見がでます。しかし、株主、従業員、社会に迷惑をかけるような会社のトッ

プは、皆、人徳者です。社員や関係業者のことを考えながら、連綿と続く先輩経営者達の顔も立て、

バランスをとってこられた方々です。そうでなければ、日本では、組織のトップにはなれないのです。

つまり、彼らは、組織内部と自分の近くに存在する人間関係、業者などの関係性に気を配り、「和を

持って尊し。」としてきた方々です。 
 
サービス対象：顧客に対して、「正（誠：仕事の価値）をもって尊しとなせ！」が、「和をもって尊し

となす。」の上位に置かれなくてはなりません。聖徳太子の和をもって尊しとした時代背景は、争い

が絶えなかったからであり、現在、組織経営で重要なことは、顧客市場に対して、仕事の価値として

の正（誠）を提供すべきなのです。 
 
 
２．組織の外（サービス対象：市場）の価値軸をもって評価すべし。 
 
あらゆる組織の存在理由は、組織の中にはないのです。組織の存在理由は、その組織がサービスを提

供する組織の外部にあります。市場での価値を創出できる組織だけが、生き残ることを許されるので

す。ですから、人事評価制度は、公務員であろうと、企業の従業員であろうと、「仕事の価値」をも

って評価すれば、健全な組織文化を形成できます。 
 
公務員人事制度改革で各公務員の報酬を決める評価のものさし（評価軸）は、仕事の価値をもって決

めると言い切ることが必要です。報酬は、人（年齢、人間関係、学歴：能力、性別、地位、国籍、出

身等）を見るのでなく、それぞれの「仕事の価値」を見て決めますと言い切るのです。 
 
もちろん、人材登用では、本人の過去の実績と共に、能力をみる必要があります。しかし、あくまで、

将来の「仕事の価値」の可能性を見越して、採用する考え方です。 
 
 
３．能力主義は、日本では、民間企業で失敗した人事制度 
 
なぜ、能力主義（人を見て評価を決める）は、ワークしないのでしょうか。 
 
人を見て評価すると（「人基準」）、具体的には、能力が、学歴や年齢に応じて上昇するグラフができ

たりして、結局、仕事の価値は無視され、実質的に年功序列の報酬制度になります。能力主義が、

30 年前に民間会社でワークしなかったように、公務員の人事制度改革も能力主義を大前提とする限
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り、失敗することが明白です。現在の官庁内や関係組織には、仕事はなくとも多くの官僚が毎日通っ

てきています。彼らは、誰から見ても能力がないとは言えない立派な方々です。でも、次官レースに

は、乗れなかった方々です。 
 
日本は、世界先進国で唯一｢人基準｣要素の非常に強い国です。これが日本のボトルネックで、この価

値軸を、｢仕事基準｣に変えなければ、ある程度は、成功し隆盛となっても、最後には、失敗を繰り返

す脆弱な国家や経済であり続けます。 
 
日本人の教育水準は、江戸時代以前から世界で最高レベルであり、様々な面で世界トップになること

は、当然なのです。しかし、なぜ、世界でトップレベルを維持していけないのかを深く考える必要が

あります。官民に限らず、「人基準」文化による非効率が蓄積しているからです。 
 
「人基準」とは、報酬を決める評価の基本軸（価値軸）が人の属性・要素（年齢、学歴、性別、地位、

国籍、出身、能力、人間関係等）を中心に組織が形成されていることで、これは人にラベルを貼った

社会です。 
 
我々が、市場主義経済で活動しているにも係わらず、あらゆる場面で人にラベルを貼り付けるのです。

このことが日本の成長を阻害している根本原因であることに気がついて欲しいのです。 
 
 
４．実績主義という言葉は、健全な組織文化の観点からは、危険 
 
実績主義という言葉にも、ニュアンス上の問題があります。 
 
公務員改革で能力実績主義と言われていますが、問題は、実績主義と言う言葉にもあります。実績と

は、過去の歴史であり、5年前でも 10年前でも実績です。重要なのは、日々の仕事で「仕事の価値」
を出すこと、それを正当に評価することです。 
 
実績、成果などの言葉を使用すると、各公務員が派手なパーフォーマンスを求め、上位者は、派手さ

を評価するようになり、不健全な組織文化を形成する可能性があります。 
 
民間企業でも最も重要な活動は、新規顧客の何十倍もの売上を構成する既存顧客層への地味な繰り返

しの対応やサービスです。そこを仕事の価値の最重要部分として評価すれば、健全な組織文化を形成

できるのです。公務員の仕事は、大半がそのような種類のものであり、やたらに実績などという軽薄

な言葉は、適切とはいえないのです。 
 
例えば、北朝鮮との交渉で「実績」というと、拉致被害者の奪還です。しかし、今、日本がすべきこ

とは、6カ国協議や北朝鮮との関係を続行し、総合的に外交交渉を続けていくことです。その後で実
績ができる可能性は、ありますが、関係各国との連携続行こそが、「仕事の価値」として評価されな

ければならないでしょう。 
 
下手に実績を求めると、大きな禍根を残す可能性があります。成果主義を適応した日系企業が、２－

３年後に業績を悪化させた例がそのことを語っています。（私は、コンサルタントとして破綻企業や

問題企業の内部を見ており、理解しています。） 
 
 
５．「人基準」社会は、非効率で労働時間が長く、個々人が幸せになれない。 
 
日本でも事業を創業した人達は、「仕事基準」です。組織は、第一に、人の集まりでなく、仕事の集

まりです。彼らは、仕事をまず想定して、仕事に人材を配置します。その方法で創業後業績を伸ばし
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ます。 
 
欧米先進国（特にアングロサクソン国、北欧）で成功している世界先進企業は必ず｢仕事基準｣で、グ

ローバリゼーション、高度情報化社会の到来とともに、国力の差となって出てきています。日本の企

業での従業員の労働時間の長さも問題ですが、中央官庁の公務員の方々は、健全な人間として生活で

きにくい労働環境と組織文化です。 
 
中央官庁の若い公務員達は、若者らしい青春の時間もない人も多く、男女雇用機会均等法と言っても、

女性が、過度の忍耐や自己犠牲なしでは、勤務し続けることができない環境です。 
 
「人基準」組織は、「仕事の価値」を出しても評価される制度・組織文化ではないからです。 
 
つまり、上司や仲間との人間関係を気遣うことが大切で、合理的ルールがありません。上司によって、

仕事の方法が全く異なったり、評価が異なることもしばしばです。民間でも「人基準」文化の組織で

は、殆ど無関係な社員にまで根回しをし、多くの稟議書を作成し、事務効率が、欧米先進国の企業組

織の半分となっていると言われています。 
 
「人基準」文化の前には、あらゆる改善努力が、裏・表、本音・建前の中で、ジョークになって行き

ます。そこに人格がありさえすれば、仕事の価値などどうでもよくなるからです。 
 
 
６．価値を出せない「人基準」組織 
 
地方の政令指定都市で、ある事業の再生に従事したことがありますが、２時間で決められることが、

3ヶ月かかりました。2－３人しか発言しない会議に、ぞろぞろと 10人近くの公務員が、長時間私の
話を聞いています。しかし、組織が「人基準」文化であるため、意思決定はせず、知恵が出てこない

のです。これでは、民間組織の数分の１の仕事しかできないことが明らかです。 
 
「仕事基準」文化の組織は、互いに虚心坦懐に話を聞き、喧々諤々の議論がいくらでもできます。反

対意見を互いに尊重し、個人攻撃とは、見なしません。欧米企業と契約交渉をして口角泡を飛ばし議

論した後、食事でにこにこしている欧米人に驚く日本人の話は、よく聞きますが、彼ら欧米人が「仕

事基準」の意識構造であるため、自然なことなのです。 
 
かつて、私は、通商産業省の補助金事務をしていて、社団法人：非営利団体における事務量を 3 分
の１に低減させた経験があります。まわりの諸先輩方からは、16 年間かけてもできないことを、な
ぜ、できたのかとびっくりされましたが、「人基準」文化を維持していると、自分の言動をしばり、

周りを不愉快にして、合理化のために前に進めないだけなのです。 
 
報酬制を初め、公務員の世界では法律や内規を変えなくとも、合理化できることは山ほどあります。 
 
企業の事業再生で、私が管理職の方を解雇せざるを得なかったことがあります。しかし、私との面談

後、彼から、「とても、勇気つけられ、安心しました。」と言われたのです。解雇した本人からの言葉

として信じられますか？「仕事基準」の哲学では、人を評価しません。仕事について議論・評価する

だけですから、何を言っても人を傷つけないのです。 
 
仕事の価値は、人の価値とは、無関係ですから、自然なことです。 
 
 
７．「仕事基準」の報酬制は、世界数百万人で立証された評価制度 
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多人種が混在する米国では、報酬の多寡でしばしば裁判になってきています。人種差別がなく公正な

報酬制であることを立証するには、人事報酬制のコンサルタントが第 3 者として、職場での仕事の
価値を測定する必要があります。そのため、米国では、仕事の価値の測定法が発達してきたのです。 
 
その評価法を、80年代にさらに北欧で改良を加え、エリクソンや ABBなどの多くの欧系大企業が採
用しています。90 年代には、さらに、出版社：エコノミストを株主としたグローバルなコンサルテ
ィング会社が、日本的文化を配慮した評価・報酬制を開発しました。基本的には、米国型の限られた

指標だけを考慮する成果主義的報酬制と異なり、地味でも顧客価値を Position 価値としてきちんと
評価するという温厚で地に足のついた評価制度です。 
 
 
８．経団連会長の会社：キャノンは、「仕事基準」 
 
それが、現在我々が導入している付加価値報酬制といわれるものですが、日本では、経団連会長御手

洗氏が社長であったキャノンを初め、花王、伊勢丹など其々業界では、一頭地を抜く優良企業であり

続けています。これは、「仕事基準」哲学が入ると、裏表、本音・建前のない誠実な企業風土を形成

し、明るく仕事のしやすい職場になるからだと考えています。 
 
この評価・報酬制の優れた点は、「仕事基準」という哲学です。仕事の価値に応じて、評価・報酬が

決まるのですから、従業員が各員、仕事の価値定義に四苦八苦しはじめます。評価・報酬を上げたい

従業員は、仕事の価値の創造を目指す必要がありますが、皆が頭を使いながら働くようになります。 
 
結果として、皆が頭を使うことが、強く健全な組織文化を創造するのです。成果主義を導入するコン

サルタントが、総務の社員にまで、「一年以内にお金で明確に評価できる項目を挙げてください。」と

叫んで、社員が混乱するような話があります。成果主義や実績主義の愚かさです。 
 
 
９．仕事の価値の測定には、蓄積・実証されたノウハウが必要 
 
公務員制度改革で、地方の市長と面談した際、民間企業と異なり、市役所の仕事の価値といっても、

お金を目的としていないため、評価が難しいと言われました。そうでしょうか？ 
 
企業の中にも、総務、経理、社長室、経営企画、営業、製造、倉庫、運輸など様々な部署があり、簡

単なことではありません。 
 
一番、経済的に測定しやすそうな営業部門をみてみましょう。ある営業マンの担当売上が急減したと

して、彼の報酬を下げるべきでしょうか？きちんと評価が必要なのです。配置転換で売上の大きな地

域を担当することになっただけで、報酬を上げてもらえるのでしょうか？そんなに単純なことでは、

ないでしょう。 
 
例えば、実績ある営業担当者が、今後経済成長が高いと目される発展途上国や地域の担当になったと

した場合、彼/彼女の売上は、急減することがあります。しかし、彼/彼女の仕事の価値としては、軽
くないはずです。 
 
いわゆる成果主義というのは、そのようなことが、ないがしろにされ、単に売上増加率とか、新規開

拓顧客社数で報酬を動かすので、社員の中で不満が鬱積し、多くの企業で業績が低迷していったわけ

です。 
 
ここで言いたいことは、民間企業でも仕事の価値を測定することは、公務員と同様、簡単ではないと

いうことです。実績ある評価の手法が必要です。 
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１０．終身（長期）雇用、公正性の確保、やればやるだけの 3つを維持 
 
キャノンでは、三自（自発、自治、自覚）と呼んでいますが、甘えず、積極的に動き、自分を律する

ことが強調されています。また、実力終身雇用とも呼んでいます。仕事の付加価値に応じて従業員に

報酬が支払われるのですから、長期雇用が前提です。（多くの問題企業においては、仕事の価値以上

に報酬が支払われる社員が多いので、彼らの長期雇用を守れなくなるのです。） 
 
他の多くの企業でも組合との交渉がありましたが、「仕事基準」の報酬制は、終身雇用、透明性、や

ればやるだけという 3つの条件を満たしているため、反対されたことがありません。（ただし、公務
員制度を、働かなくとも報酬を得られる「相互補助制度」そのものだと理解している公務員がいると

すれば、「仕事基準」は、彼らには、厳しい制度と言えます。） 
 
 
１１．「仕事基準」の評価制度を公務員改革に！ 
 
公務員の俸給制度は、級と号で表になっています。「仕事基準」評価では、仕事の価値を示す PVI指
標（10－30段階で選択可能）があります。PVIは、Position Value Index と言って仕事の価値の一
つのものさしです。従って、その PVIを給料表に当てはめ、読み直せばよいのです。 
 
しかし、これは、テクニカルな話であり、実質、重要なのは評価をする際の手順です。 
 
◎ ポジション記述演習、目標管理研修、評価研修 
 
などの研修を行いながら、進行させますが、仕事の価値の評価では、 
 
我々コンサルタントが、21 項目の質問をすることで、全公務員の仕事の価値を其々一つの数値に落
としこみます。上位者に質問をして、部下の評価をします。評価にかかる時間は、一時間で数名程度

ですが、全組織の代表的 Positions２－3 割への評価だけでもほぼ全組織をカバー可能です。組織の
上位者から順番に、下位者の評価をして、組織の横断的な公正性も確認しながら進みます。 
 
21 の質問項目は、民間企業でも公的組織でも、営業職、経営企画、技術職・・・に係わらず、同じ
です。つまり、同じ尺度で技術研究職も総務事務職も測定できる点が、透明性、公正性を高め、導入

後の運用が簡単になるのです。 
 
企業などで、測定項目を 200 以上に業務ごとに細分化し、分析的で正確だと主張している人事専門
家がいますが、手順が複雑になるだけで生産的でも正確でもありません。このような手法は、コンサ

ルタントには、仕事が大きくなり好都合ですが、運用面で問題があります。 
 
コンピュータ・システム（ソフト）を入れて、全く活用されていない企業が、多数あります。複雑な

仕事のプロセスを合理化せず、ソフトに落としても活用できないのです。行政改革のためには、運用

が明解で簡単でなければ、意味がありません。 
 
目標管理は、各省、局、部、課レベルで、彼らの"使命と具体的な目標”を作らせることから始まり
ます。そこから、ずっと降りていって各職員レベルで、個々人の目標管理をします。目標は、評価の

ためというより、目標を与えられると実績がよくなるので、目標を与えるのです。ですから、目標の

上下で、評価が変わることはありません。（成果主義では、愚かにも目標を下げることで後の評価を

上げようとするプラクティスが蔓延し、企業業績が劣化したのです。） 
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はっきりした"使命と具体的な目標”が作れない省、局、部、課は 3年以内に合理化しなければなり
ません。この方法は欧米諸国とシンガポールで実施して成果を出しているようです。（「戦後 65 年、
国民の見張りが居ない中で行政が自由にやって来たため、今では必要の無い省、局、部、課がかなり

あります。多分 3 分の１ぐらいは不要になっていると思います。」：知人のコンサルタントの意見で
す。） 
 
◎ 業務プロセス改革研修 
 
本研修は、無駄な業務プロセスを追放する GEが開発したワークアウトという手法です。実質的に日
常の仕事を扱い、どんどん業務改革を推進します。 
 
◎ 改革プロジェクト司令塔への参加 
 
行財政改革を推進するには、全体の進行を管理統括する司令塔を設置する必要があり、そこに組織改

革で経験豊富なコンサルタントとして参加します。組織に流れ始める疑念、消極的なうわさの否定な

ど、あらゆる側面でともすると勝手な解釈をして改革をぬるま湯的にしてしまおうとする組織力に対

抗し、基本哲学がぶれないようにすることが重要です。 
 
 
 
補足説明「仕事基準」とは、何か？ 
 
★ 日本でも事業の創業者は、基本的に「仕事基準」で組織経営している。彼らにとり、組織は、人

の集合でなく、仕事の集合である。 
 
★ 日本の官僚機構の人事制度は、人の属性（年齢、学歴、男女、出身、国籍、能力など）に基づい

て形成されている。能力主義といった場合は、「人基準」の哲学に戻り、時代を逆行することになる。 
 
★ 人基準は人材をダメにし、組織の活力を奪います。なぜなら、人材にラベル（年齢、男女、学歴

など）を貼り付けるので、挑戦、努力する人材が減ってしまうからです。 
 
★ 市場は当然仕事基準であり、仕事基準の組織とは評価の価値軸を市場価値に合わせることである。

資本主義に沿った考え方です。 
 
★ 日本の組織はお金を払う人（消費者、納税者）の価値に軸を合わせていないから弱体化していく。 
 
★ 狭義には、人基準では人が人を評価し、人の要素（年功も含む）に賃金を払う。 
 
★ これに対し仕事基準では、神様でもない限り人が人を評価することはできない、してはいけない

という考えに立ち、人が生み出した仕事の価値に賃金を払うという考え方をとる。これこそ市場、納

税者が求める姿である。 
 
★ 人基準の最大の欠陥は、特に組織において、組織の目的（＝価値の創造）から離れて、組織を構

成する人（たち）の利益追求、相互補助が目的となり、目的が内向化すること。 
 
★ 日本は、製造現場は世界一流だが、ホワイトカラーは三流といわれる。なぜなら、日本の製造現 
場は仕事基準、マネジメントは人基準になっているからである。 
 
★ 伝統的組織（大企業や政府機関、地方中小企業）ほど人基準が強く、人を生かせない。 
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★ 基本は仕事基準であるが、３Ｐコンセプト（Position、Performance、Person）の概念が重要で
あり、いうなれば｢仕事基準、されど人｣という概念である。 
 
★ 日本でも野球はポジションというのに、組織では大臣までポストという。ポジション概念は責任

と能力をその基盤とするが、ポストには責任も能力もその観念が薄い、だれが、なってもいいという

感じである。よくいわれる日本の組織の無責任体制はこれを見てもうなずける。 
 
★ 日本はこの３つのＰがゴタ混ぜになっているから、何でもありの世界になる。 
 
★ 日本が偽装社会、隠蔽社会、談合社会といわれるのはまさにここに元凶があり、政治家、 
官僚、経営者の多くが人基準から抜け出せないために、日本全体が衰退化している。 
 
★ 賃金の払い方は、国民の意識・行動を決める重要な要素。したがって評価の軸、報酬の払い方を

人基準から仕事基準に変えれば、日本はかならず変わり始める。評価軸を変えれば、人間行動は大き

く変わることは、戦前・戦後などの歴史が証明している。 
 
★ いつまで経っても受験戦争やいじめがなくならないのも人基準に根本原因がある。 
 
★ 格差社会が問題となっているが、それは典型的に人基準社会の弊害である。それは嫉妬社会、寄

りかかり社会、機会不平等社会となり、人の足を引っ張り、大きなものに頼り、特定の｢人｣に利権や

利益が固定化されてしまう社会となってしまう。仕事基準は、機会平等、しかし、努力の結果に差は

出ることを容認する。そして自立社会を目指す。しかし決して人に差をつけるものではない。何らか

の事情で努力しても生きていけない弱者は救済すべきである。日本企業は可能な限り終身雇用を維持

すべきである。仕事基準ならそれが可能である。それが３Ｐのうちの Person の概念である。 
 
★ かつて新人類といわれた若者たちも、組織に入ったとたんに人基準に染まり、いつまで経っても

日本は変わらない。今の若者もこのままではいずれそうなる。 
 
★ 日本の官僚組織は典型的な人基準組織である。地方政府も右にならえである。これを仕事基準組

織にし、評価・報酬をそれに合わせれば明日からでも変わり始める。 
 
★ 日本の政・官・財のリーダーは、日本の捨てるべきもの、残すべきものをしっかり見据えて欲し 
い。これを見誤らなければ日本は再び成長のサイクルに入ることができる。 
 
★ 人事院に行って課長クラスと話をしましたが、彼らは、中央省庁は前から職務給制になっている 
と主張します。しかし、これは大変な勘違いで、それは｢ポスト給｣です。つまり空いた席があって、

そこに座れば誰であろうと、仕事をしようがすまいが給料は一緒で、クビになることもないというも

のです。 


